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概要 

 集落分布、地形、障害物等を考慮して設置した無線ネットワークによって、適切に被災情報を共有できるシステムを開

発した。具体的には、行政機関からの確定情報と地域住民からの口コミ情報を統合・分析し、適切な避難指示等、効果的

な情報伝達・共有ができるシステムとした。２つのモデル地区の住民と協働したフィールド実験を実施して有効性を確認

し、平常時のコミュニティ活動を支援する機能も持たせることができた。 

 

１．まえがき 

 災害には台風等の被害予測可能な災害から地震等の予

測不可能な災害など、多くの種類の災害がある。これらの

災害に対応でき、集落分布、地形、障害物等を考慮して無

線 LANによるネットワークを設置し、地域情報を適切に共

有できるソフトウエアを開発した。具体的には、行政機関

からの確定情報と地域住民からの口コミ情報を統合・分析

し、適切な避難指示等、効果的な情報伝達・共有ができる

システムとした。同時に、自主防災活動が盛んな山口市佐

山地区と周防大島町の２地域の住民と協働し、生活・イベ

ント情報の伝達と共有等の、平常時のコミュニティ活動を

支援する機能をもたせることができた。 

２．研究開発内容及び成果 

 図 1に開発したシステムの構成図を示す。 

2-1 無線 LAN技術による地域ネットワーク設置 

 平成 23 年度に山口市佐山地区、平成 24 年度に周防大

島町日良居地区のそれぞれについて、10 ポイント程度の

避難所施設を結ぶネットワークを無線LANの標準規格で

ある IEEE802.11を用いて設置した。これらのネットワー

クを用い、それぞれの地区で実施された防災訓練に参加し、

開発システムの動作検証実験を行ない、実用性を向上させ

るためのデータを取得することができた。 

2-2 地域情報と公共情報の整理と活用 

 公共情報は、国や行政機関、自治体や公共放送等から発

せられた情報であり、災害時においては避難や救援活動に

有益な情報である。一方、住民が集めた情報「地域情報」

(口コミ情報)であっても、その信憑性が確認されれば避難

や救援活動に有益な情報となり、広く活用すべき情報とな

る。例えば、安否情報については、避難者が記入した避難

者名簿は「地域情報」として扱われるが、自治会の職員等

がその名簿を読み取り、内容を確認しながら入力した情報

は「公共情報」としての安否情報として扱うことができる。 

 本研究では、地域情報を公共情報に転換する仕組みを構

築した。すなわち、タブレット PC等から避難者が見聞き

した被災情報を文字や写真等で地域のセンターに設置し

たサーバに送信する。この時点では「地域情報」として扱

われるが、これを自治会長等が閲覧して確認すれば、以降

は「公共情報」として扱われる仕組みとした。このように

して確度が高められた被災情報は、無線ネットワークを通

じて各避難所のタブレット端末で閲覧することができる。 

2-3 災害時以外でも利用できる地域コミュニティシステ

ムの開発 

・RFIDシステムを活用した要援護者・独居高齢者向け緊

急通報システム 

 ひとり暮らしの高齢者や要介護者らに、日常での安否

を手軽に親族や支援者に知らせる手段があると有効で

ある。一般的には緊急通報システムとして、全国の地方

自治体などに普及しているが、専用端末と固定電話回線

が必要となるなど、設置コスト・ランニングコストなど

が問題視されている。本研究で設置した無線ネットワー

クを活用し、携帯型の緊急通報用アクティブ RFIDタグ

を新規に開発した他、個人で所有している携帯情報端末

(スマートフォン)あるいはタブレット端末を緊急通報端

末として活用する緊急通報システムを開発した。 

・タブレット端末等を用いた被災情報提供システムの開発 

 タブレット端末やデジタル・サイネージを用いた地域

情報提供システムの災害時利用として、地域の被災情報

を文字あるいは写真を用いて共有する「被災情報共有ア

プリケーション」を開発した。このシステムは、災害時

だけでなく、平常時のコミュニティ情報の伝達と共有に

も活用することができる。 
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図 1 開発したシステムの構成図 

2-4 フィールド実験による動作検証結果 

 2012年 12月 15日に山口市佐山地区の 3つの公会堂と

その周辺において、タブレット端末による電子回覧板と被

災情報の収集・共有・確認、さらにデジタル・サイネージ

を用いた被災情報の共有の実験を行なった。実験参加者は

24人であり、被災状況の『写真を撮る』、各避難所で『報

告する』の二つの機能に絞った被災状況報告アプリについ

て、参加者から「使い易い」「面白い」との高評価を得る

ことができた。 

 2012年 9月 2日に行われた周防大島町防災訓練におい

てフィールド実験を行った。訓練の対象となった避難所は

離島の公共施設を含めた 6 ヶ所で訓練参加者は約 800 人

であった。141 人に IC カード（パッシブ RFID タグ）、

11 人にアクティブ RFID タグを発行し、一次避難所での

入退所管理と、対策本部への移動及び入退所管理を行った。

訓練参加者の 6割以上が 60歳以上高齢者であることから、

実験当日の配布・利用には混乱が生じること想定していた

が、実際には大きな問題もなく運用することができた。 

３．今後の研究開発成果の展開及び波及効果創出へ

の取り組み 

 本受託研究で開発したシステムは、災害時だけでなく平

常時も使えるため、地域社会の活性化に貢献できるシステ

ムであり、これを実用レベルに近づけるための研究開発を

継続したい。具体的には、災害ダメージに強い無線 LAN

による情報伝送ネットワークの構築方法と、安否情報及び

被災情報を共有するための基本ソフトウエアは実現でき

たので、今後はこれらの製品化に向けて取り組むと同時に、

さらに多くの地域コミュニティの協力を得て、住民の共助

に基づく防災活動に連携した被災情報システムの開発に

取り組んで行く。このような共助に着目した災害時の情報

共有システムは例が無い。しかも、このシステムは小学校

区を基本とした地域コミュニティ向けで、全国には 3万地

域以上このような地区があり、大きな市場規模であるため

大きな波及効果が期待できる。 

４．むすび 
 本研究では、汎用無線 LAN装置によって構築した被災

情報伝送ネットワークによって、地域コミュニティ内の情

報伝送がスムーズに行えることを実証した。また、安否情

報の確認や家屋や河川のダメージ上表を伝送・共有するシ

ステムを構築し、地域住民の協力を得た実用化実験によっ

てその有用性を確認した。さらに、通常の回覧板の代わり

に使うことができる電子回覧板システムを開発し、効率的

で確実な情報伝達と収集を可能にした。 

 以上の成果を基にして、実用化に向けた研究を今後実施

していく予定である。 
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